別記第１号様式（第３条関係）

控除対象特定非営利活動法人指定申出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	申出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番


　　　　　　　　　　　　　　　

　　控除対象特定非営利活動法人の指定を受けたいので，地方税法第３１４条の７第
　１２項の規定により，次のとおり申し出ます。
	設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	事業年度
	　　月　　日から　　月　　日まで

	過去の指定の有無
	有（　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで）・無

	指定の取消しの有無
	有（　　　　年　　月　　日）・無

	本申出において
適用する公益性要件
	□　相対値基準（条例第４条第１項第２号アに掲げる基準）

□　絶対値基準（条例第４条第１項第２号イに掲げる基準）

□　北海道条例個別指定法人（条例第４条第１項第２号ウに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人）

	現に行っている
事業の概要
	

	主たる事務所
以外の事務所
	所在地
	
	電　話
	局　　 　番

	
	責任者氏　名
	
	責任者役職名
	


　添付書類

　　１　実績判定期間内の日を含む各事業年度の寄附者名簿
　　２　条例第４条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（１に掲げる書類を除く。）および条例第６条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類
　　３　別記第２号様式の寄附金充当予定事業一覧
　注　１　過去の指定の有無欄は，該当するものを○で囲み，過去に指定を受けたことがある場合は，その指定の有効期間を記入してください。過去に指定（有効期間の更新を除きます。）を複数回受けている場合は，直近の指定の有効期間を記入してください。

　　　２　指定の取消しの有無欄は，該当するものを○で囲み，指定の取消しを受けたことがある場合は，その取消日を記入してください。過去に指定の取消しを複数回受けている場合は，直近の指定の取消日を記入してください。
　　　３　本申出において適用する公益性要件欄は，該当する□内にレ印を記入してください。

　　　４　現に行っている事業の概要欄は，その内容を説明する書類を別紙として添付してください。

　　　５　主たる事務所以外の事務所の所在地欄は，定款に記載のある従たる事務所を全て記入してください。主たる事務所以外の事務所が複数ある場合は，別紙に記入して添付してください。

　　　６　主たる事務所以外の事務所の責任者氏名欄は，その事務所における判断事項について責任を持って判断ができる者を記入してください。
別記第２号様式（第３条関係）

寄附金充当予定事業一覧
	特定非営利活動法人の名称
	


	事業名
	具体的な

事業内容
	実施予定年月
	実施予定
場　　所
	従事者の
予定人数
	受益対象者の範囲および予定人数
	寄附金充当
予　定　額

	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	円


	寄附金の受入れおよび支出に利用する銀行口座名

	
	

	
	

	
	


　注　記入欄が不足する場合は，別紙に記入して添付してください。
別記第３号様式（第２９条関係）
控除対象特定非営利活動法人指定更新申出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	申出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番


　　　　　　　　　　　　　　　

　　控除対象特定非営利活動法人の指定の有効期間の更新を受けたいので，函館市控
　除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例第９条第２項の規定により，
　次のとおり申し出ます。
	指定の有効期間
	　　　　年　　月　　日から　　　 年　　月　　日まで

	指定の有効期間の
満了日の９月前の日
	　　　　年　　月　　日

	指定の有効期間の
満了日の５月前の日
	　　　　年　　月　　日

	事業年度
	　　月　　日から　　月　　日まで

	本申出において
適用する公益性要件
	□　相対値基準（条例第４条第１項第２号アに掲げる基準）

□　絶対値基準（条例第４条第１項第２号イに掲げる基準）

□　北海道条例個別指定法人（条例第４条第１項第２号ウに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人）

	現に行っている
事業の概要
	

	主たる事務所
以外の事務所
	所在地
	
	電　話
	局　　 　番

	
	責任者氏　名
	
	責任者役職名
	


　添付書類（既に市長に提出されている書類の内容に変更がない場合は，省略可能）
　　１　条例第４条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（条例第３条第２項第１号に掲げる書類を除く。）および条例第６条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類
　　２　別記第２号様式の寄附金充当予定事業一覧
　注　１　指定の有効期間欄は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　本申出において適用する公益性要件欄は，該当する□内にレ印を記入してください。

　　　３　現に行っている事業の概要欄は，その内容を説明する書類を別紙として添付してください。

　　　４　主たる事務所以外の事務所の所在地欄は，定款に記載のある従たる事務所を全て記入してください。主たる事務所以外の事務所が複数ある場合は，別紙に記入して添付してください。

　　　５　主たる事務所以外の事務所の責任者氏名欄は，その事務所における判断事項について責任を持って判断ができる者を記入してください。

別記第４号様式（第３０条関係）
控除対象特定非営利活動法人変更届出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	届出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	


　　　　　　　　　　　　　　　
　　次の事項について変更したので，函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手
　続等に関する条例第１０条の規定により，次のとおり届け出ます。
	変更事項
	変更後
	変更前
	変更年月日

	
	
	
	


　添付書類

　　１　条例第３条第１項各号（第５号を除く。）に掲げる事項の変更の届出にあっては，変更事項の内容を説明する書類（ただし，既に市長に提出されている当該書類の内容に変更がない場合は，省略可能です。）

　　２　役員の氏名または住所もしくは居所の変更の届出にあっては，変更後の役員名簿および条例第６条第１号に該当しない旨を説明する書類

　　３　定款の変更にあっては，変更後の定款および次に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める書類

　　　(1) 特定非営利活動法人の登記事項に係る変更の場合　登記事項証明書
　　　(2)  (1)以外の場合　当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本（特定非営利活動促進法第２５条第３項の規定により所轄庁の認証を受けなければならない事項に係るものにあっては，当該認証を受けたことを証する書類の写し）

　注　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
別記第５号様式（第３４条関係）
控除対象特定非営利活動法人役員報酬規程等提出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	提出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	

	
	事業年度
	


　　　　　　　　　　　　　　　

　　函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例第１３条第１項
　の規定により，下記の書類を提出します。
記
　１　前事業年度の役員報酬または職員給与の支給に関する規程
　２　前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項，資産の譲渡等に関する事項，寄附金に関する事項その他の次に掲げる事項を記載した書類
　　(1) 収益の源泉別の明細，借入金の明細その他の資金に関する事項
　　(2) 次に掲げる取引に係る取引先，取引金額その他その内容に関する事項
　　　ア　収益の生ずる取引および費用の生ずる取引のそれぞれについて，取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第１順位から第５順位までの取引
　　　イ　役員等との取引
　　(3) 寄附者（当該控除対象特定非営利活動法人の役員，役員の配偶者もしくは３親等以内の親族または役員と特殊の関係のある者で，前事業年度における当該控除対象特定非営利活動法人に対する寄附金の額の合計額が２０万円以上であるものに限る。）の氏名ならびにその寄附金の額および受領年月日
　　(4) 次に掲げる役員等に対する報酬または給与に関する事項 

　　 ア　役員等に対する報酬または給与の支給の状況（イに係る部分を除く｡） 

　　 イ　給与を得た職員の総数および当該職員に対する給与の総額
　　(5) 支出した寄附金の額ならびにその相手先および支出年月日
　　(6) 海外への送金または金銭の持出しを行った場合におけるその金額および使途ならびにその実施日

　３　条例第４条第１項第５号（イに係る部分を除く。），第６号アおよびイ，第７号ならびに第９号に掲げる基準に適合している旨ならびに条例第６条各号のいずれにも該当していない旨を説明する書類
　注　１　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　事業年度は，その開始と終了の月日を記入してください。
３　前事業年度の役員報酬または職員給与の支給に関する規程については，既に市長に提出されている書類の内容に変更がない場合は，提出を省略することができます。
別記第６号様式（第３４条関係）
控除対象特定非営利活動法人事業報告書等提出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	提出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	


　　　　　　　　　　　　　　　

　　函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例第１３条第２項
　の規定により，下記に掲げる前事業年度（　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　　月　　日まで）の事業報告書等を提出します。
記
　１　前事業年度の事業報告書
　２　前事業年度の活動計算書
　３　前事業年度の貸借対照表
　４　前事業年度の財産目録
　５　前事業年度の年間役員名簿
　６　前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては，
　　その名称および代表者の氏名）および住所または居所を記載した書面
　注　１　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　特定非営利活動に係る事業のほか，その他の事業を行う場合には，活動計算書を１つの書類の中で別欄表示し，また，その他の事業を実施していない場合は脚注においてその旨を記載するか，その他の事業の欄全てに「ゼロ」を記載してください。
　　　３　前事業年度の年間役員名簿は，前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名および住所または居所ならびにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿としてください。
別記第７号様式（第３４条関係）
控除対象特定非営利活動法人助成金支給実績提出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	提出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	


　　　　　　　　　　　　　　　

　　助成金の支給を行ったので，函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等
　に関する条例第１３条第３項の規定により，その助成の実績を次のとおり提出しま
　す。
	支給日
	支給対象者
	支給金額
	助成対象の事業等

	　　 年 　月 　日
	
	　　　　　　　円
	

	　　 年 　月 　日
	
	　　　　　　　円
	

	　　 年 　月 　日
	
	　　　　　　　円
	


　注　１　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　記入欄が不足する場合は，別紙に記入して添付してください。
別記第８号様式（第３５条関係）
控除対象特定非営利活動法人解散届出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	届出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	清算人の氏名
	

	
	清算人の住所または居所
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	


　　　　　　　　　　　　　　　

　　次のとおり控除対象特定非営利活動法人を解散したので，函館市控除対象特定非
　営利活動法人の指定の手続等に関する条例第１５条の規定により，届け出ます。
	解散年月日
	　　　　年　　月　　日

	解散の理由
	

	残余財産の処分方法
	


　添付書類
　　解散および清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書
　注　１　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　条例第１６条第１項の規定による届出を既に市長に行った場合は，この届出書の提出は，不要です。
別記第９号様式（第３６条関係）
控除対象特定非営利活動法人合併届出書
年　　月　　日　

　　
函館市長　様

	届出者
	主たる事務所の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	電　　　　　　　　話
	　　　　局　　　　番

	
	指定年月日
	

	
	指定の有効期間
	

	
	事業年度
	


　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付けで特定非営利活動促進法第３４条第３項の認証の申
　請をしたので，函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例第
　１６条第１項の規定により，次のとおり届け出ます。
	本届出において
適用する公益性要件
	□　相対値基準（条例第４条第１項第２号アに掲げる基準）

□　絶対値基準（条例第４条第１項第２号イに掲げる基準）

□　北海道条例個別指定法人（条例第４条第１項第２号ウに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人）



	合併後存続する法人または合併によって設立する法人
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	主たる事務所
	所在地
	
	電　話
	局　　 　番

	
	現に行っている
事業の概要
	

	
	区分
	指定・その他

	
	主たる事務所
以外の事務所
	所在地
	
	電　話
	局　　 　番

	
	
	責任者氏　名
	
	責任者役職名
	


	合併によって消滅する法人
	法人の名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	主たる事務所
	所在地
	
	電　話
	局　　 　番

	
	現に行っている
事業の概要
	

	
	区分
	指定・その他


　添付書類
　　１　実績判定期間内の日を含む各事業年度の寄附者名簿
　　２　条例第１６条第４項において準用する条例第４条第１項各号（第１０号を除く。）に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（１に掲げる書類を除く。）および条例第１６条第４項において準用する条例第６条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類
　　３　別記第２号様式の寄附金充当予定事業一覧
　注　１　指定の有効期間は，直近の指定を受けた日から継続している有効期間を記入してください。
　　　２　事業年度は，その開始と終了の月日を記入してください。

　　　３　本届出において適用する公益性要件欄は，該当する□内にレ印を記入してください。

　　　４　合併後存続する法人もしくは合併によって設立する法人の主たる事務所以外の事務所または合併によって消滅する法人が複数ある場合は，別紙に記入して添付してください。
　　　５　現に行っている事業の概要欄は，その内容を説明する書類を別紙として添付してください。
　　　６　区分欄は，該当するものを○で囲んでください。
別記第10号様式（第３９条関係）






（表）�
�
�
第　　号


身　分　証　明　書





職　　名


氏　　名


生年月日　　　　　年　　月　　日





上記の者は，函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例第１７条第１項の規定により立入検査をする職員であることを証する。





年　　月　　日交付　





函館市長　印
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（裏）�
�
�
函館市控除対象特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例（抜粋）


（報告および検査）


第17条　市長は，控除対象特定非営利活動法人が法令，法令に基づいてする行政庁の処分もしくは定款に違反し，またはその運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは，この条例の施行に必要な限度において，当該控除対象特定非営利活動法人に対し，その業務もしくは財産の状況に関し報告をさせ，またはその職員に，当該控除対象特定非営利活動法人の事務所その他の施設に立ち入り，その業務もしくは財産の状況もしくは帳簿，書類その他の物件を検査させることができる。


６　第１項の規定による検査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係人にこれを提示しなければならない。


７　第１項の規定による検査の権限は，犯罪捜査のために認められたも　のと解してはならない。
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